＜事業者の責務＞

電子メディアのもたらす様々な課題について事業者の負う責任は極めて大きい。そもそも事業者は大きな資本を背景に、電子メディアの発信元あるいはその関与者として、各種情報資源の提供に大きな役割を果たしている。その意味において電子メディアと青少年の健全な関係づくりの方向性を決定する大きな鍵を握っている。

電子メディアの新機種、システムの開発・普及に伴い、電子メディアが及ぼす青少年の心身への様々な影響、犯罪などがますます深刻化する中で、事業者が自主的な取り組みとして開発しているフィルタリング、レイティングシステム（予防装置）などは十分な効果をあげていない。

　　また、事業者の間では、自主規制を主眼とすべきとの意見が根強いが、その取り組みは同業者間で程度の差があり、全般的に不十分である。

　　事業者が、このような状況に目をつむり続ければ、営利主義への批判は強まり、業界の健全な発展は望めない。電子メディアの危険性を最も認識し、防止策に精通しているのは事業者である。条例検討部会や専門委員会議では、事業関係メンバーも含めて、青少年と電子メディアの健全な関係について共通の土俵で取り組む必要性が確認された。

このような状況をもとに、事業者に求める責務については、まず青少年の健全な育成に責任があることを自覚し、主体的な取り組みに全力を注ぐ努力を第一に掲げた。青少年がテレビ、テレビゲームに長時間接している現状を十分考慮したうえで、関連する事業者は、青少年に及ぼす影響などの研究や番組作りなどに本気で取り組む必要がある。事業者が、利用者や地域の声を反映させながら改善を進める仕組みづくりを強く求めたい。

○事業者は、青少年の健全な育成に責任があることを自覚し、青少年に有害な要因を除去するなど事業の改善に努めなければならない（改善の自覚）。

○事業者は、電子メディアとの長時間接触や電子メディアから流される有害情報が青少年の成長に及ぼす影響などについての調査、研究に努めなければならない（調査・研究）。

○事業者は、インターネットなど電子メディアがもたらす情報が有害と認められるときは、それらの情報を青少年に見せ、聞かせ、または読ませないように努めなければならない（有害情報提供の防止）。

○プロバイダーなど事業者は、自らの努力や市民からの申し出による有害情報の発見と、発見後の情報発信者に対する指導、当該情報の削除、その他、青少年に提供しないような措置に努めなければならない（発信規制）。

○電子機器等の販売業者は、電子メディア機器の販売の際、フィルタリングなど有害情報の提供を防ぐ装置も本体機器とセットでの販売に努めなければならない（販売ルール）。

○電子機器等の販売業者は、電子メディア機器の販売の際、フィルタリングなどの使用方法など、被害・加害の防止面の詳しい説明文を欠かさず添付するなど、説明責任を果たすよう努めなければならない。保護者への説明も徹底するように努めなければならない（説明責任）。

○インターネットカフェなど電子メディアを配置した事業所は、インターネットの利用では、パソコンにフィルタリングを欠かさないなど、有害情報を提供しないよう努めなければならない（有害情報提供の防止）。

○インターネットカフェなど電子メディアを配置した事業所は、深夜（午後11時以降）営業などに際して、入場者の年齢確認を欠かさないなど、青少年が広島県青少年健全育成条例に違反したり、長時間利用したりしないよう努めなければならない（入場規制）。

○事業者は、パソコン、携帯電話などの利用に際し、個人情報の漏えいや悪用を防ぎ、危険から利用者を守るなどの取り組みに努めなければならない（安全・安心機能）。

○以上の取り組みを進めるため、事業者は、情報の発信、接続、提供、販売などの各段階で研究、開発に努めなければならない（研究・開発）。

○事業者は、自主規制の取り組みの状況について、随時、市民に公表するよう努めなければならない（取り組みの公表）。

○事業者は、青少年等に対し、電子メディアの正しい利用方法などについての学習機会を提供するよう努めなければならない（学習機会の提供）。

○事業者は、苦情や相談に対する窓口を設け、情報を公表するなど問題解決に努めなければならない（トラブル解決）。

○事業者は、保護者、教育機関等、市民、広島市と「広島市青少年・電子メディア対策推進会議」を設置し、条例を生かすための諸活動の推進に貢献するよう努めなければならない（地域参画・貢献）。

①意見交換の場づくり

②活動計画の策定

③各種事業の実施

④保護者などとの覚書交換

⑤トラブル処理

⑥貢献活動の表彰

⑦違法､条例違反など悪質な事業者の公表

⑧市への提言―など。
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